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平成２４年５月１１日 

各 位 

会 社 名 都 築 電 気 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長 日浦 秀樹 

（コード番号 ８１５７ 東証第２部） 

問合せ先 総 務 部 長 佐藤 一英 

（ＴＥＬ．０３－６８３３－７７０２） 

 

定款の一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、「定款一部変更の件」を平成２４年６月２８日開催

の第７２回定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせい

たします。 

記 

１．定款変更の理由 

(1) 当社事業の現状に則し、事業内容の明確化を図るため、現行定款第２条につきまして事

業目的を追加するものであります。 

(2) 取締役会の機動性を高め、意思決定の迅速化を図るため、現行定款第21条（取締役の員

数）を２０名以内から１５名以内に減員するものであります。 

(3) 取締役および監査役が期待される役割を十分に発揮できるように、取締役会の決議によ

り取締役および監査役の責任を法令の限度で責任を免除できる旨、ならびに社外取締役ま

たは社外監査役として優秀な人材を迎えるため、また、その期待される役割を十分に発揮

できるよう、両者との間で責任限定契約を締結できることが可能となる規定を変更案第32 

条（取締役の責任免除）、変更案第43 条（監査役の責任免除）に新設するものであります。 

なお、本議案第32 条の新設を議案として提出することにつきましては、監査役全員の同

意を得ています。 

(4)  その他文言の一部修正を行うものであります 
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２．定款変更の内容 

変更内容は別紙のとおりであります。 

 

３．日程 

定款変更のための株主総会開催日  平成２４年６月２８日（木曜日） 

定款変更の効力発生日       平成２４年６月２８日（木曜日） 

以 上 
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別紙 
 （下線部分は変更箇所） 

現 行 定 款 変 更 案 

（目 的） （目 的） 
第２条 当会社は、次の事業を営むことを目

的とする 
第２条 （現行どおり） 

(1) 電気通信機器の販売、工事および保
守 

(1) 電気通信機器の企画、製造、販売、
工事および保守 

(2) コンピュータ・ソフトウェアの開発、
販売およびコンサルティング 

(2) （現行どおり） 

(3) 情報ネットワークシステムの設計、
開発、販売およびコンサルティング

(3) （現行どおり） 

(4) 情報処理サービス、情報通信サービ
スおよび情報提供サービス 

(4) （現行どおり） 

(5) 電気工事および電気通信工事の請負 (5) （現行どおり） 

（新設） (6) 電子デバイス、電子機器・装置の製
造、販売、ハードウェア・ソフトウ
ェアの開発およびコンサルティン
グ 

（新設） (7) 環境機器･装置の販売、設置、保守 

（新設） (8) 不動産の賃貸および管理業務 

(6) 一般・特定労働者派遣事業 (9) （現行どおり） 

(7) 損害保険代理業 (10) （現行どおり） 

(8) 古物の売買 (11) （現行どおり） 

(9) 前各号に付帯または関連する一切の
業務 

(12) （現行どおり） 

  

（取締役の員数） （取締役の員数） 

第21条 当会社の取締役は、20名以内とする。 第21条 当会社の取締役は、15名以内とする。

  

（新設） （取締役の責任免除） 

 第32条 当会社は、取締役会の決議によって、
取締役（取締役であった者を含む。）
の会社法第４２３条第１項の賠償責
任について法令に定める要件に該当
する場合には賠償責任額から法令に
定める最低責任限度額を控除して得
た額を限度として免除することがで
きる。 

 ２ 当会社は社外取締役との間で、会社
法第４２３条第１項の賠償責任につ
いて法令に定める要件に該当する場
合には賠償責任を限定する契約を締
結することができる。ただし、当該
契約に基づく賠償責任の限度額は、
法令の定める最低責任限度額とす
る。 

  

第32条～第34条 （条文省略） 第33条～第35条 （現行どおり） 
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現 行 定 款 変 更 案 

（監査役の任期） （監査役の任期） 

第35条 監査役の任期は、選任後４年以内に
終了する事業年度のうち最終のもの
に関する定時株主総会終結の時まで
とする。 

第36条 （現行どおり） 

２ 補欠として選任された監査役の任期
は、退任した監査役の任期の満了す
る時までとする。 

２ （現行どおり） 

３ 会社法第329条第２項に基づき選任
された補欠監査役の選任決議が効力
を有する期間は、選任後４年以内に
終了する事業年度のうち最終のもの
に関する定時株主総会終結の時まで
とする。 

３ 会社法第329条第２項に基づき選任
された補欠監査役の選任決議が効力
を有する期間は、選任後４年以内に
終了する事業年度のうち最終のもの
に関する定時株主総会開始の時まで
とする。 

４ 前項の補欠監査役が監査役に就任し
た場合の任期は、退任した監査役の任
期の満了する時までとする。ただし、
選任後４年以内に終了する事業年度
のうち最終のものに関する定時株主
総会終結の時を越えることはできな
い。 

４  （現行どおり） 

  

第36条～第41条 （条文省略） 第37条～第42条 （現行どおり） 

  

（新設） （監査役の責任免除） 

 第43条 当会社は、取締役会の決議によって、
監査役（監査役であった者を含む。）
の会社法第４２３条第１項の賠償責
任について法令に定める要件に該当
する場合には賠償責任額から法令に
定める最低責任限度額を控除して得
た額を限度として免除することがで
きる。 

 ２ 当会社は社外監査役との間で、会社
法第４２３条第１項の賠償責任につい
て法令に定める要件に該当する場合
には賠償責任を限定する契約を締結
することができる。ただし、当該契約に
基づく賠償責任の限度額は、法令の
定める最低責任限度額とする。 

  

第42条～第48条 （条文省略） 第44条～第50条 （現行どおり） 

  

 


